
平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

1 総合労働 総合労働
地域労政グ
ループ

ファースト・ファシリ
ティーズ・　ウエスト
株式会社

事務室等清掃委託料　南大
阪センター清掃委託料

20100401 20110331 1,078,039

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

本業務は庁舎の清掃業務を行うも
のである。業者選定にあたり、ビル
管理会社が清掃業者を指定してい
るため指定業者と契約するものであ
る。

2 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

離職者等再就職訓練事業
（介護員２級養成研修科（３
か月））訓練委託料

20100510 20101209 6,615,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

3 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

離職者等再就職訓練事業
（ファイナンシャルプランニ
ング科（３か月））訓練委託
料

20100510 20101209 5,431,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

4 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人　大
阪障害者自立支援
協会　樋口四郎

障害者の態様に応じた多様
な委託訓練（パソコン実践
科）の委託契約

20100408 20110331 15,120,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（身体障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

5 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人　大
阪市障害者福祉・
スポーツ協会

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練コーディネー
ター業務委託契約について
（大阪市職業リハビリテー
ションセンター）

20100401 20110331 5,561,640

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（身体・精神障がい者に対
して、職業能力開発訓練のノウハウ
を有し、訓練に必要な施設と設備を
有し、職業訓練に必要な指導体勢を
持っており、受講修了者に対する就
労支援・相談体制を有する者）でな
ければ実施することができないもの
であるため
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6 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

特定非営利活動法
人　大阪障害者雇
用支援ネットワーク

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練コーディネー
ター業務委託について

20100401 20110331 2,861,082

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（身体・知的・精神障がい
者に対して、インターンシップ（職場
体験）のノウハウを有し、インターン
シップ受け入れ企業を複数有し、職
場訓練の実績があり、受講修了者に
対する就労支援・相談体制を有する
者）でなければ実施することができな
いものであるため

7 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

大阪ＩＮＡ職業支援
センター

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（大阪ＩＮＡ支
援センター）の委託契約に
ついて

20100401 20110331 3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（知的障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

8 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人
ヒューマンライツ福
祉協会

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（職場体験
コース）の委託契約につい
て

20100401 20110331 2,520,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（知的障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

9 雇用推進 雇用対策
障がい者雇
用促進グ
ループ

特定非営利活動法
人　大阪障害者雇
用支援ネットワーク
江口　敬一

ハートフル事業所ネットワー
ク事業

20100526 20110331 1,386,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者でなければ実施す
ることができないものであるため

10 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

Ｓｏｊｉｔｚ　Ｖｉｅｔｎａｍ
Ｃｏｍｐａｎｙ　Ｌｉｍｉｔ
ｅｄ

「べトナム・大阪プロモー
ションデスク」業務委託契約
の締結及び経費の支出に
ついて

20100401 20110331 1,430,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（海外特定地域との経済交流に
係る業務）が特定の者（公募により
選定された業者）でなければ実施す
ることが出来ないものであるため
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11 総合労働 総合労働
地域労政グ
ループ

新日本法規出版
株式会社

平成２２年労働組合基礎調
査集計事務及び調査システ
ム保守管理業務委託契約
の締結並びに経費支出に
ついて

20100401 20110331 1,454,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

本業務の業者選定にあたり検討した
ところ、労働組合の組織系統及び当
システムを熟知している必要があ
り、システム開発者でもある契約業
者が条件を満たす唯一の業者であ
るため。

12 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

ＫａｎｅｍａｔｓｕＴｈａｉｌ
ａ

「タイ・大阪プロモーションデ
スク」業務委託契約の締結
及び経費の支出について

20100401 20110331 1,490,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（海外特定地域との経済交流に
係る業務）が特定の者（公募により
選定された業者）でなければ実施す
ることが出来ないものであるため

13 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

碇　知子

「シンガポール・大阪プロ
モーションデスク」業務委託
契約の締結及び経費の支
出について

20100401 20110331 1,560,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（海外特定地域との経済交流に
係る業務）が特定の者（公募により
選定された業者）でなければ実施す
ることが出来ないものであるため

14 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

安進会計法人　代
表理事　李在述

「韓国・大阪プロモーション
デスク」業務委託契約の締
結及び経費の支出につい
て

20100401 20110331 1,590,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（海外特定地域との経済交流に
係る業務）が特定の者（公募により
選定された業者）でなければ実施す
ることが出来ないものであるため

15 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人　大
阪市障害者福祉・
スポーツ協会

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（職リハ＿知
識・技能）の委託契約につ
いて

20100401 20110331 39,060,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（知的障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

16 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

伊藤忠（大連）有限
公司

「遼寧・大阪プロモーション
デスク」業務委託契約の締
結及び経費の支出につい
て

20100401 20110331 1,790,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（海外特定地域との経済交流に
係る業務）が特定の者（公募により
選定された業者）でなければ実施す
ることが出来ないものであるため

Page 3



平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

17 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人　摂
津市社会福祉事業
団　理事長　森山
一正

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（作業習得
コース）の委託契約につい
て

20100401 20110331 1,260,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（知的障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

18 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人　大
阪市障害者福祉・
スポーツ協会

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（在職者訓練
（指導員派遣））の委託契約
について

20100401 20110331 1,680,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（知的障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

19 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人　大
阪手をつなぐ育成
会

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（育成会）の
委託契約について

20100401 20110331 6,300,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（知的障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

20 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

特定非営利活動法
人　大阪障害者雇
用支援ネットワーク

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（インターン
シップコース）の委託契約に
ついて

20100401 20110331 13,860,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（知的障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため
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21 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人　大
阪市障害者福祉・
スポーツ協会

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（Ｗｅｂラーニ
ング）の委託契約について

20100401 20110331 4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（知的障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

22 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　池田学
園

※【２１ＮＢ０１０２】母子家庭
の母等に対する職業訓練
事業（ヘルパー２級養成科
２）就職支援経費

20100401 20100708 1,260,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

23 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

広州伊藤忠商事有
限公司

華南・大阪プロモーションデ
スク業務委託契約

20100401 20110331 1,990,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（海外特定地域との経済交流に
係る業務）が特定の者（公募により
選定された業者）でなければ実施す
ることが出来ないものであるため

24 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

小和田　宏明

「インド・大阪プロモーション
デスク」業務委託契約の締
結及び経費の支出につい
て

20100401 20110331 2,030,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（海外特定地域との経済交流に
係る業務）が特定の者（公募により
選定された業者）でなければ実施す
ることが出来ないものであるため

25 芦原技専 芦原技専 総務課
株式会社　ウィル
代表取締役　西田
道広

離職者等再就職訓練事業
「ビジネス実務科」委託訓練
単価契約

20100517 20101022 2,142,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

'業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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26 貸金業対策
貸金業対
策

 日本貸金業協会
平成２２年度　貸金業者登
録申請等受付業務委託

20100401 20110331 2,283,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

登録申請等の受付業務は、貸金業
法施行規則第27条により、同法第25
条及び第26条による内閣総理大臣
の許可を受けた法人である日本貸
金業協会のみに協力させることがで
きるものであるため

27 雇用推進 労政
労政グルー
プ

株式会社　グロー
サービス

総合労働事務所用労働セ
ンター南館清掃業務の委託
契約の締結及び経費支出
について

20100401 20110331 2,399,644

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（賃借物件内の清掃業務）が特
定の者（賃貸人の指定した業者）で
なければ実施することができないも
のであるため

28 障害者能開
障害者能
開

総務課
財団法人　大阪府
視覚障害者福祉協
会

オフィス実践科訓練指導補
助業務

20100401 20110331 2,600,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（点字翻訳及び訓
練教育の経験をもつ人材を有する
団体）でなければ実施することがで
きないものであるため

29 芦原技専 芦原技専 総務課

大阪知的障害者雇
用促進建物　サー
ビス事業協同組合
理事長　冨田　一
幸

庁舎定期清掃作業委託 20100401 20110331 2,630,983

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（知的障害者等の就労
支援）を有する業務であるため、委
託先（大阪知的障害者雇用促進建
物サービス事業協同組合）が特定さ
れるため

30 雇用推進 労政
労働福祉グ
ループ

社会福祉法人　大
阪府家内労働セン
ター

在宅ワーク支援事業委託 20100401 20110331 2,702,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

府内の内職や在宅ワークに関する
情報に精通している唯一の団体と認
められるため。

31 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

特定非営利活動法
人　おおさか若者
就労支援機構　代
表理事　山中　辰
也

地域（大阪南部）における
ニート支援事業の実施につ
いて

20100401 20110331 2,800,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（ニート状態にある若者に対す
る就労支援業務）が特定の者（南大
阪若者サポートステーション実施団
体）でなければ実施することができな
いものであるため

32 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

特定非営利活動法
人　フェルマータ
理事長　原　敏

地域（大阪北部）における
ニート支援事業

20100401 20110331 2,800,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（ニート状態にある若者に対す
る就労支援業務）が特定の者（北大
阪若者サポートステーション実施団
体）でなければ実施することができな
いものであるため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

33 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

Ｐａｃｉｆｉｃ　Ｖｉｓｉｏｎ
Ｐａｒｔｎｅｒｓ　金子
昌平

「北米・大阪プロモーション
デスク」業務委託契約の締
結及び経費の支出につい
て

20100401 20110331 2,960,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（海外特定地域との経済交流に
係る業務）が特定の者（公募により
選定された業者）でなければ実施す
ることが出来ないものであるため

34 障害者能開
障害者能
開

総務課
大阪知的障害者雇
用促進建物サー
ビス事業協同組合

庁舎日常清掃業務委託 20100401 20110331 2,988,809

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（知的障害者等の就労
支援）を有する業務であるため、委
託先（大阪知的障害者雇用促進建
物サービス事業協同組合）が特定さ
れるため

35 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

ＫＳＭ　ＳＡＳ　黒田
利朗

「欧州・大阪プロモーション
デスク」業務委託契約の締
結及び経費の支出につい
て

20100401 20110331 3,060,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（海外特定地域との経済交流に
係る業務）が特定の者（公募により
選定された業者）でなければ実施す
ることが出来ないものであるため

36 守口技専 守口技専 総務課

大阪知的障害者雇
用促進建物サー
協同組合　冨田
一幸

大阪府立守口高等職業技
術専門校庁舎清掃業務委
託契約に伴う経費支出

20100401 20110331 3,091,751

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（知的障害者等の就労
支援）を有する業務であるため、委
託先（大阪知的障害者雇用促進建
物サービス事業協同組合）が特定さ
れるため

37 障害者能開
障害者能
開

総務課
川崎設備工業　株
式会社　大阪支店

空調機保守点検業務委託 20100401 20110331 3,097,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（（空調関連設備の保守点検）
が特定の者（当該設備の製造・設置
業者）でなければ実施することがで
きないものであるため

38 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　テクノ経
営総合研究所

市町村出張相談業務 20100401 20110331 3,150,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（就労・生活相談支援）が特定
の者（公募により選定された業者）で
なければ実施することができないも
のであるため。

39 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　貴陽

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）業務」
委託

20100517 20100730 3,564,750

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

40 夕陽丘技専
夕陽丘技
専

総務課
大阪知的障害者雇
用促進建物サー
ビス事業協同組合

庁舎清掃業務委託契約の
締結及び経費の支出

20100401 20110331 3,704,870

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（知的障害者等の就労
支援）を有する業務であるため、委
託先（大阪知的障害者雇用促進建
物サービス事業協同組合）が特定さ
れるため

41 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

パナソニックラーニ
ングシステム　株
式会社

【２２ＮＲ０６１５】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー養成科（６か月））訓練
委託料

20100510 20110310 5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

42 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　東洋学
園ユービック情報
専門学校

【２２ＮＲ０６１４】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（３か
月））訓練委託料

20100510 20101209 5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

43 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル

【２２ＮＲ０６１３】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100510 20101209 5,433,750

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

44 特許情報Ｃ
特許情報
Ｃ

企画総務課

大阪知的障害者雇
用促進建物サー
協同組合　冨田
一幸

清掃業務委託 20100401 20110331 3,925,985

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的(知的障がい者等に対す
る就労支援）を有する業務であるた
め、委託先が特定される。

45 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　生活科
学運営共同企業体

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）業務」
委託

20100501 20100831 3,930,299

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

46 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０６１２】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20100510 20101209 5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

47 雇用推進 労政
労政グルー
プ

財団法人　大阪労
働協会

平成２２年度大阪労働大学
講座事業業務委託料

20100513 20110331 4,050,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（大阪労働大学講座の運営）が
特定の者（公募により選定された団
体）でなければ実施することができな
いものであるため

48 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０６１１】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20100510 20101209 5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

49 東大阪技専
東大阪技
専

総務課
大阪知的障害者雇
用促進建物サー
ビス事業協同組合

庁舎清掃業務の委託契約
の締結及び経費の支出に
ついて

20100401 20110331 4,236,650

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（知的障害者等の就労
支援）を有する業務であるため、委
託先（大阪知的障害者雇用促進建
物サービス事業協同組合）が特定さ
れるため

50 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング

【２２ＮＲ０６０９】離職者等再
就職訓練事業（児童英語イ
ンストラクター養成科（３か
月））訓練委託料

20100510 20101209 3,898,125

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

51 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル

【２２ＮＲ０６０８】離職者等再
就職訓練事業（三次元機械
ＣＡＤ習得科（３か月））訓練
委託料

20100510 20101209 5,575,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

52 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ０６０６】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100510 20101209 3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

53 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

明洋ライセンスス
クール　株式会社

【２２ＮＲ０６０５】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100510 20101209 2,740,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

54 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ０６０４】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20100510 20101110 2,805,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

55 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２２ＮＲ０６０３】離職者等再
就職訓練事業（介護職員基
礎研修習得科（２級ホーム
ヘルパー有資格者向け）（２
か月））訓練委託料

20100510 20101110 2,940,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

56 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ０６０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100510 20101110 4,410,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

57 商工振興 経済交流
国際ビジネ
ス交流グ
ループ

株式会社　ジャパ
ンホリデートラベル

大阪府・中国向けプロモー
ション活動支援業務委託

20100401 20110331 4,567,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務(中国へのプロモーション活動に
必要な支援業務)が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することが出来ないものである
ため

58 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ０６０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100510 20101110 4,404,720

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

59 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ピー
シーポート

【２２ＮＲ０５１３】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100408 20101105 5,625,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

60 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０５１２】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20100408 20101105 5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

61 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　ラ
ポール会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）業務」
委託

20100425 20100824 4,904,347

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

62 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限責任事業組合
大阪職業教育協

【２２ＮＲ０５１１】離職者等再
就職訓練事業（建築ＣＡＤオ
ペレーター科（３か月））訓練
委託料

20100408 20101105 5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

63 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　鴻池学
院

【２２ＮＲ０５１０】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100408 20101105 6,615,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

64 南大阪技専
南大阪技
専

総務課
大阪知的障害者雇
用促進建物サー
ビス事業協同組合

庁舎日常清掃業務委託 20100401 20110331 5,155,615

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（知的障害者等の就労
支援）を有する業務であるため、委
託先（大阪知的障害者雇用促進建
物サービス事業協同組合）が特定さ
れるため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

65 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ０５０９】離職者等再
就職訓練事業（医療・調剤
事務科（３か月））訓練委託
料

20100408 20101105 5,431,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

66 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２２ＮＲ０５０８】離職者等再
就職訓練事業（組み込みソ
フトウェア科（３か月））訓練
委託料

20100408 20101105 5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

67 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

パナソニックラーニ
ングシステム　株
式会社

【２２ＮＲ０５０６】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー（Ｊａｖａ）養成科（３か
月））訓練委託料

20100408 20101105 2,835,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

68 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　東洋学
園ユービック情報
専門学校

【２２ＮＲ０５０５】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100408 20101105 5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

69 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

富士コンピュータ販
売　株式会社

【２２ＮＲ０５０４】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100408 20101105 2,203,740

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

70 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ０５０３】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100408 20101105 3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

71 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

松下工業　株式会
社

【２２ＮＲ０５０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100408 20101013 4,410,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

72 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２２ＮＲ０５０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100408 20101013 6,489,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

73 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　福田学
園

【２２ＮＲ０４２１】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（３か
月））訓練委託料

20100401 20101008 5,611,140

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

74 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０４２０】離職者等再
就職訓練事業（貿易実務科
（３か月））訓練委託料

20100401 20101008 5,575,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

75 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０４１９】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20100401 20101008 5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

76 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

関西経理専門学校
【２２ＮＲ０４１８】離職者等再
就職訓練事業（営業実務科
（３か月））訓練委託料

20100401 20101008 5,197,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

77 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

特定非営利活動法
人　アビリティ・デ
ザイン・サポート

【２２ＮＲ０４１７】離職者等再
就職訓練事業（Ｓｈｏｐスタッ
フ養成科（３か月））訓練委
託料

20100401 20101008 3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

78 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ０４１６】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100401 20101008 6,610,770

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

79 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

特定非営利活動法
人　アビリティ・デ
ザイン・サポート

【２２ＮＲ０４１５】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20100401 20101008 5,197,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

80 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　アクティ
ブマドリード

【２２ＮＲ０４１４】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100401 20101008 5,197,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

81 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ０４１３】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20100401 20100910 2,805,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

82 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ０４１２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100401 20100910 4,410,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

83 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ０４１１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100401 20100910 4,404,720

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

84 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　箕面学
園

【２２ＮＲ０４１０】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 23,448,240

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

85 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　三幸学
園　大阪医療秘書
福祉専門

【２２ＮＲ０４０９】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 9,979,200

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

86 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大原学
園大原医療秘書
福祉専門学校梅田
校

【２２ＮＲ０４０８】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 44,400,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

87 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　鴻池学
院

【２２ＮＲ０４０７】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 30,240,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

88 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　夕陽丘
学院

【２２ＮＲ０４０６】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 31,903,200

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

89 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　トモエ
学園北大阪福祉専
門学校

【２２ＮＲ０４０５】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 45,360,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

90 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人　南
海福祉事業会

【２２ＮＲ０４０４】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 30,240,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

91 障害者能開
障害者能
開

総務課

社会福祉法人　大
阪市障害者福祉・
スポーツ協会　魚
住　誠一

障がい者特別委託訓練 20100401 20110331 5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（障がい者の特別委託
訓練の実施については大阪労働局
と協議）を有する業務であるため、委
託先（(社福)大阪市障害者福祉・ス
ポーツ協会）が特定されるため

92 障害者能開
障害者能
開

総務課
社会福祉法人日本
ライトハウス　木塚
泰弘

障がい者特別委託訓練 20100401 20110331 6,048,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（障がい者の特別委託
訓練の実施については大阪労働局
と協議）を有する業務であるため、委
託先（(社福)日本ライトハウス）が特
定されるため

93 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　大
阪キリスト教女子
青年福祉会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）業務」
委託

20100511 20100831 6,279,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

94 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　池田学
園

【２２ＮＲ０４０３】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 33,390,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

95 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大屋学
園

【２２ＮＲ０４０２】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 36,922,080

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

96 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　田島学
園

【２２ＮＲ０４０１】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20120331 37,800,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

97 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＢ０２０１】母子家庭の
母等に対する職業訓練事
業（医療・介護事務科１）の
訓練実施委託費

20100510 20101015 3,936,240

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

98 雇用推進 労政
企画グルー
プ

有限会社　酔族館

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20100510 20100831 6,654,564

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

99 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

社団法人　大阪聴
力障害者協会

聴覚障がい者等ワークライ
フ（職業生活）支援事業

20100401 20110331 7,169,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

100 障害者能開
障害者能
開

総務課
社会福祉法人　大
阪障害者自立支援
協会

障がい者特別委託訓練 20100401 20110331 7,371,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された団体）でなければ
実施することができないものである
ため

101 障害者能開
障害者能
開

総務課
社会福祉法人　摂
津市社会福祉事
森山　一正

障がい者特別委託訓練 20100401 20110331 7,560,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（障がい者の特別委託
訓練の実施については大阪労働局
と協議）を有する業務であるため、委
託先（(社福)摂津市障害者職業能力
開発センター）が特定されるため

102 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

財団法人　大阪労
働協会

ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ管理運
営業務委託費

20100401 20110331 8,636,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

当該管理運営業務を委託する事業
主体については、コンソーシアムは
もとより、教育・産業・行政と幅広い
連携を図る必要がある。そのため、
地域の経済情勢・雇用情勢、雇用や
人材育成等の施策に関する専門的
知見を有することや、既存のジョブカ
フェ事業の内容と運営に関して熟知
していること、及びＪＯＢカフェＯＳＡＫ
Ａコンソーシアム事務局との連携が
可能であること、国の実施する事業
との円滑かつ効率的な連携を図りつ
つ、ジョブカフェ事業の幅広い事業
展開が実施できる体制を有すること
などが必要である。これらの点につ
いて検討したところ、当該協会が最
適であり、他に同等の者が見当たら
なかったため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

103 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

財団法人　大阪労
働協会　横山　敏
郎

ニートサポート事業 20100401 20110331 9,622,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（ニート状態にある若者に対す
る就労支援業務）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

104 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　由
寿会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）業務」
委託

20100517 20100831 9,630,967

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

105 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＢ０１０１】母子家庭の
母等に対する職業訓練事
業（パソコン・簿記マスター
科１）の訓練実施委託費

20100525 20101105 4,095,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

106 障害者能開
障害者能
開

総務課
社会福祉法人大阪
府障害者福祉事
米田　俊義

障がい者特別委託訓練 20100401 20110331 11,340,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（障がい者の特別委託
訓練の実施については大阪労働局
と協議）を有する業務であるため、委
託先（(社福)大阪府障害者福祉事業
団）が特定されるため

107 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル
【２１ＮＲ１２１０】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科）訓練委託料

20100401 20100604 1,890,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

108 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　トモエ
学園北大阪福祉専
門学校

【２１ＮＲ１２０６】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100401 20100604 1,890,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

109 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

財団法人　大阪労
働協会　横山　敏
郎

ふるさと雇用再生基金事業
「外国人ジョブサポート事
業」

20100401 20110331 13,041,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

110 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２１ＮＲ１２０３】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100401 20100604 1,890,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

111 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２１ＮＲ１２０１】離職者等再
就職訓練事業（介護職員基
礎研修習得科（２級ホーム
ヘルパー有資格者向け））
訓練委託料

20100401 20100512 1,260,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

112 雇用推進 労政
企画グルー
プ

アニスト・グローバ
ルアシスト　共同企
業体　代表構成員
有限会社　アニスト

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）業務」
委託

20100428 20100727 15,126,474

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

113 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　日本医
療事務センター

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20100510 20100831 16,284,364

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

114 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２１ＮＲ１１０８】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100401 20100507 1,890,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

115 商工振興 経営支援
経営支援グ
ループ

大阪府商工会　連
合会

ふるさと雇用再生基金事業
「農商工連携型ビジネス創
出支援事業」の業務委託に
係る経費支出及び契約の
締結について

20100401 20110331 17,873,661

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

外部の専門家で構成する実施団体
選考委員会の評価及び雇用の継続
性のため

116 障害者能開
障害者能
開

総務課

社会福祉法人　大
阪市障害者福祉・
スポーツ協会　魚
住　誠一

障がい者特別委託訓練 20100401 20110331 18,900,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特別の目的（障がい者の特別委託
訓練の実施については大阪労働局
と協議）を有する業務であるため、委
託先（(社福)大阪市障害者福祉・ス
ポーツ協会）が特定されるため

117 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２１ＮＲ１１０７】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100401 20100507 1,890,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

118 商工振興 経営支援
経営支援グ
ループ

株式会社　インプ
リージョン　代表取
締役　小田切　聡

ふるさと雇用再生基金事業
「農商工連携型ビジネス創
出支援事業」の業務委託に
係る経費の支出及び契約
の締結について

20100401 20110331 22,182,951

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

外部の専門家で構成する実施団体
選考委員会の評価及び雇用の継続
性のため

119 商工振興 経営支援
経営支援グ
ループ

有限会社　ｅスロー
ライフ　代表取締
役　武田　知之

ふるさと雇用再生基金事業
「農商工連携型ビジネス創
出支援事業」の業務委託に
係る経費の支出及び契約
の締結について

20100401 20110331 22,220,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

外部の専門家で構成する実施団体
選考委員会の評価及び雇用の継続
性のため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

120 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　稲
穂会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）業務」
委託

20100501 20100831 23,420,922

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

121 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　トモエ
学園北大阪福祉専
門学校

【２１ＮＲ０４１５】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20110331 12,474,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

122 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

ネクストステージ大
阪　有限責任事業
組合　組合員矢野
紙器株式会社職務
執行者矢野孝

ふるさと雇用再生基金事業
若者の農業等への結びつ
け推進事業

20100401 20110331 23,653,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

123 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　インテリ
ジェンス

緊急雇用創出基金事業「未
来の産業人材養成事業

20100401 20110331 26,315,100

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

124 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　アソウ・
ヒューマニーセン
ター

ラーニングアドバイス事業 20100401 20110331 27,569,011

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

125 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

株式会社　テクノ経
営総合研究所　隅
谷　稔

就労・生活相談等業務 20100401 20110331 27,825,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（就労・生活相談支援）が特定
の者（公募により選定された業者）で
なければ実施することができないも
のであるため

126 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大屋学
園

【２１ＮＲ０４１４】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20110331 17,651,760

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

127 計量検定所
計量検定
所

総務課
社団法人　大阪府
計量協会

特定計量器に係る定期検
査業務等委託

20100401 20110331 30,149,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（計量法に規定する定期検査及
び計量証明検査）が特定の者（指定
定期検査機関及び指定計量証明検
査機関）でなければ実施することが
できないものであるため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

128 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大原学
園大原医療秘書
福祉専門学校梅田
校

【２１ＮＲ０４１３】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科（大原医療秘書福祉
専門学校梅田校））訓練実
施に係る委託契約の締結

20100401 20110331 21,090,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

129 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　池田学
園

【２１ＮＲ０４１２】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20110331 28,883,400

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

130 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　夕陽丘
学院

【２１ＮＲ０４１１】離職者等再
就職訓練事業（介護福祉士
養成科）訓練委託料

20100401 20110331 12,761,280

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

131 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２１ＮＲ０２０４】離職者等再
就職訓練事業（介護職員基
礎研修習得科（２級ホーム
ヘルパー有資格者向け））
訓練委託料

20100401 20100709 1,260,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

132 雇用推進 労政
労働福祉グ
ループ

社会福祉法人　大
阪府家内労働セン
ター　理事長　小西
美智子

緊急雇用創出基金事業「在
宅ワーク支援ナビ登録企業
開拓業務」委託

20100401 20110331 34,228,584

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

在宅ワーク支援事業と密接な関係
にあり、当該事業の受託者が唯一の
相手方と認められるため。

133 雇用推進 労政
労政グルー
プ

財団法人大阪労働
協会　理事長　横
山敏郎

環境・新エネルギー等人材
養成啓発事業

20100528 20110228 34,624,002

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

134 雇用推進 人材育成
民間訓練グ
ループ

株式会社　イング
２２年度緊急雇用創出基金
事業「就労直結型技能・資
格取得支援事業」委託料

20100412 20110331 35,630,700

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

135 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２１ＮＲ０２０３】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100401 20100709 1,260,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

136 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　トモエ
学園北大阪福祉専
門学校

【２１ＮＲ０２０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100401 20100709 1,260,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

137 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

松下工業　株式会
社

【２１ＮＲ０２０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100401 20100709 1,260,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

138 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

ＲＥワークトゥギャ
ザー共同企業　代
表構成員　矢野紙
器株式会社

ふるさと雇用再生基金事業
全員参加型の就労支援事
業

20100401 20110331 39,659,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

139 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

特定非営利活動法
人　青少年自立支
援施設淡路プラッ
ツ　田中　俊英

緊急雇用創出基金事業
ニートによるひきこもり雇用
支援事業

20100401 20110331 43,344,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

140 商工振興 経営支援
総務・企画
グループ

株式会社　帝国
データバンク　大阪
支社　吉川　武

ふるさと雇用再生基金事業
「中小企業の環境・新エネ
ルギービジネスマッチング
推進事業」

20100401 20110331 44,167,226

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

企画提案公募を実施し、専門家で構
成する実施団体選定委員会におい
て、企画提案書等の審査の結果、株
式会社帝国データバンクに決定した
ものであり本件契約を履行できる者
は、同社のほかないもの。

141 雇用推進 労政
企画グルー
プ

オムロンパーソネ
ル　株式会社

高度流出人材呼び戻しＵＩ
ターン事業

20100401 20110331 44,205,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

142 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

パソナＧＲＳ共同企
業体

ふるさと雇用再生基金事業
「留学生等高度外国人人材
活用推進事業」

20100401 20110331 44,268,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

143 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　鴻池学
院

【２１ＮＲ０１０７】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100401 20100709 1,890,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

144 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２１ＮＲ０１０６】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100401 20100709 3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

145 雇用推進 労政
企画グルー
プ

ＰＮＫ共同企業体
大阪府緊急雇用安定化事
業

20100401 20100930 45,379,425

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

146 雇用推進 人材育成
民間訓練グ
ループ

株式会社　インフォ
アクト

ふるさと雇用再生基金事業
「スゴ技！ものづくり人材・
中小企業ＰＲ事業」契約締
結に伴う経費支出

20100401 20110331 46,236,168

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

147 雇用推進 雇用対策
労働対策グ
ループ

特定非営利活動法
人　釜ヶ崎支援機
構

「あいりん地域」自転車リサ
イクルシステム構築事業委
託

20100401 20110331 48,690,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務(あいりん地域で新たな雇用を
創出)が特定の者(あいりん地域にお
いてホームレスの人及びホームレス
に至るおそれのある人々に対する就
労による自立の支援に精通した団
体)でなければ確実かつ円滑に実施
することができないものであるため

148 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　株式会
社ゼロイン　代表
取締役　大條　三
良

緊急雇用創出基金事業「Ｊ
ＯＢカフェＯＳＡＫＡ緊急対
策事業」業務委託契約

20100401 20110331 58,296,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

149 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　ニチイ
学館

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）業務」
委託

20100510 20100831 61,423,701

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

150 バイオ振興
バイオ振
興

バイオ推進
グループ

テンプスタッフ　株
式会社　代表取締
役　篠原　欣子

平成２２年度　ふるさと雇用
再生基金事業　バイオ人材
マッチング推進委託事業

20100401 20110331 61,519,382

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

151 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　インテリ
ジェンス

ふるさと雇用再生基金事業
「大学生就職氷河期支援事
業業務」

20100401 20110331 62,979,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

152 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

財団法人　大阪労
働協会　横山　敏
郎

緊急雇用創出基金事業「高
校連携型二ート予防事業」

20100401 20110331 65,247,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

153 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

オムロンパーソネ
ル　株式会社　代
表取締役社長　林
由紀久

ふるさと雇用再生基金事業
「高度人材・中小企業活用
推進事業」業務委託契約

20100401 20110331 67,767,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。
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154 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　インテリ
ジェンス

緊急雇用創出基金事業「も
のづくり就職新卒高校生意
識改革事業」業務委託

20100401 20110331 69,799,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

155 雇用推進 雇用対策
労働対策グ
ループ

特定非営利活動法
人　釜ヶ崎支援機
構

公共施設環境美化推進事
業（ホームレス雇用促進対
策事業）委託

20100401 20110331 75,072,900

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務(ホームレス自立支援センター
入所者の勤労意欲の向上や勤労習
慣の習得及び常用就職等への円滑
な誘導)が特定の者(ホームレスの人
及びホームレスに至るおそれのある
人々に対する就労による自立の支
援に精通した団体)でなければ確実
かつ円滑に実施することができない
ものであるため

156 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　ツクイ

緊急雇用創出基金事業「介
護・医療ミスマッチ解消のた
めの実証実験事業」業務委
託

20100430 20100831 76,125,974

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

157 雇用推進 雇用対策
労働対策グ
ループ

特定非営利活動法
人　釜ヶ崎支援機
構

公共施設環境美化推進事
業（あいりん地域高齢日雇
労働者就労機会確保対策
事業）委託

20100401 20110331 78,097,950

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務(あいりん地域高齢日雇労働者
の就労による自立の促進)が特定の
者(あいりん地域においてホームレス
の人及びホームレスに至るおそれの
ある人々に対する就労による自立の
支援に精通した団体)でなければ確
実かつ円滑に実施することができな
いものであるため

158 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

株式会社　アソウ・
ヒューマニーセン
ター

ＪＯＢプラザＯＳＡＫＡ運営事
業

20100401 20110331 83,417,149

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（就職支援）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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159 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

財団法人　大阪労
働協会　理事長
横山敏郎

緊急雇用創出基金事業「工
科高校との次世代産業共
同研究型人材育成事業」

20100401 20110331 89,628,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

160 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　アソウ・
ヒューマニーセン
ター

女性・若者対象ホスピタリ
ティ人材育成事業（Ｂ区分）

20100401 20110331 109,359,060

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

161 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　パソナ
女性・若者対象ホスピタリ
ティ人材育成事業（Ａ区分）

20100401 20110331 109,368,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

162 雇用推進 労政
企画グルー
プ

普通科高校生就職
促進事業共同企業
体

中小企業のための普通科
高校生就職促進事業

20100401 20110331 179,550,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

163 雇用推進 労政
企画グルー
プ

普通科高校生就職
促進事業共同企業
体

若年者等人気産業活用人
材育成事業（Ａ区分）

20100430 20101228 199,522,067

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（高卒生の緊急雇用と人材育
成）が特定の者（普通科高校生就職
促進事業共同企業体）でなければ実
施することができないものであるた
め。

164 雇用推進 雇用対策
労働対策グ
ループ

特定非営利活動法
人　釜ヶ崎支援機
構

高齢日雇労働者就労自立
支援事業委託

20100401 20110331 240,000,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務(あいりん地域高齢日雇労働者
の雇用の確保及び就労による自立
の支援)が特定の者(あいりん地域に
おいてホームレスの人及びホームレ
スに至るおそれのある人々に対する
就労による自立の支援に精通した団
体)でなければ確実かつ円滑に実施
することができないものであるため

165 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング

【２２ＮＲ０７０５】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20100607 20110107 5,071,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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166 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０７１１】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20100607 20110107 5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

167 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　インテリ
ジェンス

緊急雇用創出基金事業「フ
リーターによる合同企業説
明会事業」

20100601 20110331 78,048,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

168 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ０７１２】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100607 20110107 4,679,820

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

169 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

大阪知的障害者雇
用促進建物サー
ビス事業協同組合
冨田　一幸

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（ビルメンテナ
ンス（清掃）コース）の委託
契約について

20100625 20110331          6,300,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（身体障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

170 産技総研 産技総研
総務グルー
プ

株式会社　東洋製
作所　関西支社
執行役員関西支社
長　小澤　進

特殊環境試験装置（人工気
象室・変温室・加減圧室）保
守点検業務委託契約の締
結並びに経費の支出につ
いて

20100621 20100630 2,520,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

特殊環境試験装置（人工気象室・変
温室・加減圧室）の保守点検につい
ては当該設備の製造業者でなけれ
ば実施することができないものであ
るため。

171 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０７１０】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20100607 20110107 5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

172 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　エース
タッフ

【２２ＮＤ０６０２】大阪府デュ
アルシステム訓練事業（経
理事務エキスパート養成
科）訓練委託料

20100601 20100930 4,737,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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173 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　アイ
シュ２１

【２２ＮＤ０６０１】大阪府デュ
アルシステム訓練事業（Ｗｅ
ｂクリエーター科）訓練委託
料

20100601 20100930 5,142,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

174 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

特定非営利活動法
人　こども盆栽

重点分野雇用創出基金事
業　社会起業家活用型ニー
ト対策プロジェクト　小学校・
家庭・地域連携型ニート予
防事業

20100601 20110331 27,938,920

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

175 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

特定非営利活動法
人　日本教育開発
協会

重点分野雇用創出基金事
業　文系大学生長期イン
ターンシップ事業

20100601 20110331 28,010,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

176 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

特定非営利活動法
人　発達障害をも
つ大人の会

重点分野雇用創出基金事
業　社会起業家活用型ニー
ト対策プロジェクト　社会人
ピアワークサポート事業

20100601 20110331 28,035,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

177 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

特定非営利活動法
人　大阪虹の会

重点分野雇用創出基金事
業　社会起業家活用型ニー
ト対策プロジェクト　地域力
によるニート自立化事業

20100601 20110331 28,035,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

178 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

社団法人　アメリカ
村アーティスト　プ
ロジェクト

重点分野雇用創出基金事
業　社会起業家活用型ニー
ト対策プロジェクト　地域力
によるニート自立化事業

20100601 20110331 28,035,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

179 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

特定非営利活動法
人　アビリティ・デ
ザイン・サポート

【２２ＮＲ０７０９】離職者等再
就職訓練事業（Ｓｈｏｐスタッ
フ養成科（３か月））訓練委
託料

20100607 20110107 3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

180 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０７０８】離職者等再
就職訓練事業（不動産ビジ
ネス（３ヵ月））訓練委託料

20100607 20110107 5,575,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

181 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

特定非営利活動法
人　ホース・フレン
ズ事務局

重点分野雇用創出基金事
業　社会起業家活用型ニー
ト対策プロジェクト　地域力
によるニート自立化事業

20100601 20110331 27,146,595

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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182 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限責任事業組合
大阪職業教育協

【２２ＮＲ０７０７】離職者等再
就職訓練事業（建築ＣＡＤオ
ペレーター科（３ヵ月））訓練
委託料

20100607 20110107 5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

183 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ０７０６】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100607 20110107 6,610,770

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

184 雇用推進 雇用対策
障がい者雇
用促進グ
ループ

特定非営利活動法
人　大阪障害者雇
用支援ネットワーク
江口　敬一

障がい者多数雇用事業所
サポート事業

20100601 20110331 4,751,071

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

185 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ０７０４】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100607 20110107 3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

186 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人
ヒューマンライツ福
祉協会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）業務」
委託

20100601 20100831 15,731,261

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

187 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

社団法人　おおさ
か人材雇用開発人
権　センター

企業に対する支援学校等
生徒の雇用支援事業　委託
契約

20100601 20110331 5,400,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

188 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

特定非営利活動法
人　南大阪地域大
学コンソーシアム

重点分野雇用創出基金事
業　社会起業家活用型ニー
ト対策プロジェクト　地域力
によるニート自立化事業

20100611 20110331        27,391,518

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選
定された業者）でなければ実施
することができないものであるた
め

189 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　四
天王寺福祉事業団

緊急雇用創出基金事業『介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）』業務
委託

20100601 20100831 1,012,674

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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190 商工振興 経営支援
経営支援グ
ループ

債権者未確定（社
団法人大阪中小企
業診断士会等）

経営力向上緊急支援事業
の業務委託に係る経費の
支出及び契約の締結につ
いて

20100624 20110331        60,000,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（委託条件を満たす
者）でなければ実施することができな
いものであるため

191 雇用推進 労政
企画グルー
プ

三菱ＵＦＪリサーチ
＆コンサルテ　政
策研究事業本部
清水　誠

緊急雇用創出基金事業「大
阪における雇用実態把握
調査事業」業務委託契約の
締結

20100628 20110331      167,723,115

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

192 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　アクティ
ブマドリード

【２２ＮＲ０７０３】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100607 20110107 5,197,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

193 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２２ＮＲ０７０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100607 20101209 4,410,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

194 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

ヒューマンリソシア
株式会社

【２２ＮＲ０７０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100607 20101209 4,410,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

195 雇用推進 労政
労働福祉グ
ループ

大阪企業人権協議
会

緊急雇用創出基金事業『就
職困難者アドバイザー訪問
普及人材育成業務』委託

20100601 20110331 25,635,330

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

196 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　福田学
園

【２２ＮＲ０７１３】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（３か
月））訓練委託料

20100607 20110107 5,611,140

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

197 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　Ｎ・
フィールド

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託契約の締結

20100701 20100831          2,351,213

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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198 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　ヒロコー
ポレーション

【２２ＮＲ０８０４】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20100705 20110107          2,457,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

199 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ０８０３】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20100705 20110107          2,805,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

200 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社会福祉法人　大
阪市障害者福祉・
スポーツ協会

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（実践能力習
得訓練コース）の実施に伴
う委託契約の締結及び経費
の支出について

20100701 20110331          9,765,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（身体障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

201 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　エスワ
イシステム　大阪
事業所　一柳　泰
行

【２２ＮＲ０８０８】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー（Ｊａｖａ）養成科（３か
月））訓練委託料

20100705 20110204          2,824,470

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

202 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　ヒロコー
ポレーション

【２２ＮＤ０９０５】デュアルシ
ステム訓練事業（総務・経
理事務科）訓練委託料

20100728 20101228          3,042,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

203 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　インテリ
ジェンス

緊急雇用創出・地域人材育
成事業『高度総合事務セン
ター事業』

20100726 20110331      902,400,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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204 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　ヒロコー
ポレーション

【２２ＮＲ０８１８】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100705 20110204          3,402,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

205 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ０８０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100705 20110107          3,774,720

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

206 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ０８０５】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100705 20110204          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

207 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ０８０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100705 20110107          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

208 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル
【２２ＮＤ０７０１】デュアルシ
ステム訓練事業（ビジネス
基礎実践科）訓練委託料

20100701 20100930          3,899,280

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

209 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

富士通エフ・オー・
エム　株式会社
関西・中部支社

【２２ＮＤ０９０３】デュアルシ
ステム訓練事業（ＰＨＰプロ
グラマー養成科）訓練委託
料

20100728 20101228          3,982,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

210 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング

【２２ＮＤ０８０６】デュアルシ
ステム訓練事業（経理事務
エキスパート養成科）訓練
委託料

20100701 20101130          4,216,800

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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211 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　アクティ
ブマドリード

【２２ＮＲ０８１９】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100705 20110204          4,347,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

212 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＲ０８１６】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20100705 20110204          4,536,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

213 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　エース
タッフ

【２２ＮＤ０９０４】デュアルシ
ステム訓練事業（経理事務
エキスパート養成科）訓練
委託料

20100728 20101228          4,737,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

214 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＤ０８０３】デュアルシ
ステム訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科）訓練委託料

20100701 20101130          4,789,680

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

215 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＤ０９０２】デュアルシ
ステム訓練（Ｗｅｂクリエー
ター科）訓練実施に係る委
託契約の締結及び経費の
支出について

20100728 20101228          4,789,680

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

216 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　アイ
シュ２１

【２２ＮＤ０９０１】デュアルシ
ステム訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科）訓練実施に係
る委託契約の締結及び経
費の支出について（伺い）

20100728 20101228          5,142,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

217 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

関西経理専門学校
【２２ＮＲ０８１４】離職者等再
就職訓練事業（営業実務科
（３か月））訓練委託料

20100705 20110204          5,197,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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218 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

パナソニックラーニ
ングシステム　株
式会社

【２２ＮＲ０８０７】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100705 20110204          5,220,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

219 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

富士通エフ・オー・
エム　株式会社
関西支社

【２２ＮＤ０８０４】デュアルシ
ステム訓練事業（Ｊａｖａプロ
グラマ科）訓練委託料

20100701 20101130          5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

220 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＤ０７０２】デュアルシ
ステム訓練事業（総務・経
理事務科）訓練委託料

20100701 20101029          5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

221 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ０８１０】離職者等再
就職訓練事業（医療・調剤
事務科（３か月））訓練委託
料

20100705 20110204          5,431,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

222 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０８１７】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20100705 20110204          5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

223 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０８１５】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20100705 20110204          5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

224 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　未来学
園

【２２ＮＲ０８１２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100705 20110204          5,528,250

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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225 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル

【２２ＮＲ０８１３】離職者等再
就職訓練事業（三次元機械
ＣＡＤ習得科（３か月））訓練
委託料

20100705 20110204          5,575,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

226 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園　日本理工情報
専門学校

【２２ＮＲ０８２０】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（３か
月））訓練委託料

20100705 20110204          5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

227 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　東洋学
園ユービック情報
専門学校

【２２ＮＲ０８０６】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100705 20110204          5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

228 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ０８１１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100705 20110204          5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

229 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

ヒューマンアカデ
ミー　株式会社

【２２ＮＲ０９１１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100802 20110310          5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

230 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　東洋学
園ユービック情報
専門学校

２２ＮＲ０９２１】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（３か
月））訓練委託料

20100802 20110310          5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

231 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限責任事業組合
大阪職業教育協

【２２ＮＲ０９２０】離職者等再
就職訓練事業（貿易実務科
（３か月））訓練委託料

20100802 20110310          5,670,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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232 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０９１５】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20100802 20110310          5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

233 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０９１４】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20100802 20110310          5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

234 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

中央工学校ＯＳＡＫ
Ａ

【２２ＮＲ０９１３】離職者等再
就職訓練事業（建築ＣＡＤオ
ペレーター科（３か月））訓練
委託料

20100802 20110310          5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

235 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　エスワ
イシステム　大阪
事業所　一柳　泰
行

【２２ＮＲ０９２２】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー養成科（６か月））訓練
委託料

20100802 20110331          8,662,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

236 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

財団法人　介護労
働安定センター
大阪支部

【２２ＮＲ０９２３】離職者等再
就職訓練事業（介護職員基
礎研修習得科（５００時間
コース）（６か月））訓練委託
料

20100802 20110331        10,392,120

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

237 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

富士コンピュータ販
売　株式会社

【２２ＮＲ０９０７】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100802 20110310          2,203,740

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

238 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ０９１８】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100802 20110310          2,320,200

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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239 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＲ０９１６】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20100802 20110310          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

240 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

パナソニックラーニ
ングシステム　株
式会社

【２２ＮＲ０９０８】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー（Ｊａｖａ）養成科（３か
月）

20100802 20110310          2,835,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

241 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング
【２２ＮＤ０８０２】デュアルシ
ステム訓練事業（医療・介
護保険事務科）訓練委託料

20100802 20101130          5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

242 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ０９０６】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科Ｂ（３か月））訓練
委託料

20100802 20110310          3,465,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

243 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ０９０９】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20100802 20110310          5,431,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

244 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル

【２２ＮＲ０９１７】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100802 20110310          5,433,750

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

245 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　佐藤学
園

【２２ＮＲ０９１０】離職者等再
就職訓練事業（医療・調剤
事務科（３か月））訓練委託
料

20100802 20110310          5,197,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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246 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル
【２２ＮＲ０９０３】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20100802 20110209          3,654,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

247 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　生活科
学運営共同企業体

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20100915 20110131          1,888,872

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

248 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　エース
タッフ

【２２ＮＲ０９１９】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100802 20110310          5,150,250

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

249 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ０９０５】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科Ａ（３か月））訓練
委託料

20100802 20110310          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

250 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２２ＮＲ０９０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100802 20110209          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

251 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

松下工業　株式会
社

【２２ＮＲ０９０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100802 20110209          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

252 雇用推進 労政
企画グルー
プ

医療法人　歓喜会
介護老人保健施設
れいんぼう夕陽ヶ
丘

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20100905 20101231          1,943,410

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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253 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

明洋ライセンスス
クール　株式会社

【２２ＮＲ０９０４】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100802 20110310          2,740,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

254 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ１００４】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20100901 20110310          2,805,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

255 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　大
阪府社会福祉事業
団

緊急雇用創出基金事業『介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）』委託
契約の締結及びこれに要す
る経費の支出について

20100913 20110112          2,823,612

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

256 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　エスワ
イシステム　大阪
事業所　一柳　泰
行

【２２ＮＲ１００８】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー（Ｊａｖａ）養成科（３か
月））訓練委託料

20100901 20110331          2,824,470

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

257 芦原技専 芦原技専 総務課
株式会社　ウィル
代表取締役　西田
道広

芦原高等職業技術専門校
委託訓練事業［オフィス総
務科］委託単価契約

20100820 20110127          2,856,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

258 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　玉
美福祉会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（介護職
員基礎研修コース）業務委
託契約の締結

20100921 20110220          3,196,993

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

259 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ１００７】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科Ｂ（３か月））訓練
委託料

20100901 20110331          3,465,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

260 雇用推進 労政
企画グルー
プ

竜門商事　株式会
社

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20100905 20101231          3,555,623

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

261 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　四
天王寺福祉事業団
四天王寺たまつく
り苑

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20100905 20101231          3,571,362

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

262 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ１００２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100901 20101130          3,591,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

263 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　玉
美福祉会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託契約の締結

20100921 20110120          3,744,130

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

264 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ１００１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100901 20101130          3,774,720

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

265 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ１００６】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科Ａ（３か月））訓練
委託料

20100901 20110331          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

266 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ１００３】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20100901 20101130          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

267 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　池田学
園

母子家庭の母等に対する
職業訓練事業（ヘルパー２
級養成科１）訓練実施委託
費

20100825 20110204          3,980,340

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

268 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＤ１１０６】デュアルシ
ステム訓練事業（ＯＡスペ
シャリスト養成科）訓練委託
料

20100928 20110228          3,983,280

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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269 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング

【２２ＮＤ１１０９】デュアルシ
ステム訓練事業（経理事務
エキスパート養成科）訓練
委託料

20100928 20110228          4,216,800

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

270 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　アクティ
ブマドリード

【２２ＮＲ１０１９】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100901 20110331          4,347,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

271 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ１０１８】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20100901 20110331          4,679,820

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

272 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＲ１０１５】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20100901 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

273 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

２２ＮＤ１００１デュアルシス
テム訓練（Ｗｅｂクリエータ
科）訓練委託料

20100826 20110131          4,789,680

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

274 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＤ１１０２】デュアルシ
ステム訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科）訓練委託料

20100928 20110228          4,789,680

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

275 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＤ１１１０】デュアルシ
ステム訓練事業（総務・経
理事務科）訓練委託料

20100928 20110228          4,841,760

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

276 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　山口学
園

【２２ＮＤ１１０７】デュアルシ
ステム訓練事業（ＯＡスペ
シャリスト養成科）訓練委託
料

20100928 20110228          4,865,280

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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277 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　アクティ
ブマドリード

【２２ＮＤ１１０３】デュアルシ
ステム訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科）訓練委託料

20100928 20110228          5,079,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

278 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＲ１０１７】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20100901 20110331          5,197,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

279 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　アクティ
ブマドリード

【２２ＮＲ１００５】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20100901 20110331          5,197,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

280 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　佐藤学
園

【２２ＮＲ１００９】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20100901 20110331          5,197,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

281 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング
【２２ＮＲ１０１４】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20100901 20110331          5,260,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

282 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＤ１００５】デュアルシ
ステム訓練事業（総務・経
理事務科）訓練委託料

20100826 20110131          5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

283 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング

【２２ＮＤ１００４】デュアルシ
ステム訓練事業（経理事務
エキスパート養成科）訓練
委託料

20100826 20110131          5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

284 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　修成学
園

２２ＮＤ１００２デュアルシス
テム訓練（建築ＣＡＤオペ
レータ科）訓練委託料

20100826 20110131          5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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285 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ１０１０】離職者等再
就職訓練事業（医療・調剤
事務科（３か月））訓練委託
料

20100901 20110331          5,431,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

286 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ１０１３】離職者等再
就職訓練事業（ファイナン
シャルプランニング科（３か
月））訓練委託料

20100901 20110331          5,431,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

287 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ１０１６】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20100901 20110331          5,481,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

288 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル

【２２ＮＲ１０１２】離職者等再
就職訓練事業（三次元機械
ＣＡＤ習得科（３か月））訓練
委託料

20100901 20110331          5,575,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

289 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ１０１１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20100901 20110331          5,665,770

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

290 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　河合塾
河合　弘登

【２２ＮＲ１０２０】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー養成科（６か月））訓練
委託料

20100901 20110331          6,296,280

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

291 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＲ１０２２】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
エキスパート科（６か月））訓
練委託料

20100901 20110331          7,182,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

Page 40



平成２２年度随意契約情報(委託費)商工労働部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

292 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

財団法人　石神紀
念医学研究所

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（ヘルパー２
級養成コース）の委託契約
について

20100826 20101227          7,560,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（精神障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

293 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ニッ
ソーネット

【２２ＮＲ１０２１】離職者等再
就職訓練事業（介護職員基
礎研修習得科（６か月）（５０
０時間コース））訓練委託料

20100901 20110331          9,450,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

294 雇用推進 労政
労政グルー
プ

有限会社　地域・
研究アシスト事務
所

緊急雇用創出基金事業　労
働条件・環境に関する実態
等調査業務

20100916 20110331        10,656,594

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため

295 雇用推進 労政
企画グルー
プ

有限会社　酔族館

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（介護職
員基礎研修コース）業務委
託

20100921 20110228        11,173,003

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

296 バイオ振興
バイオ振

興
バイオ推進
グループ

地方独立行政法人
大阪府立病院　機
構

緊急雇用創出基金事業（重
点分野雇用創出事業）　高
度医療機関における共同
治験推進業務

20100909 20110331        11,947,729

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務(府立病院での治験窓口業務）
が特定の者でなければ実施すること
ができないものであるため

297 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　稲
穂会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20100916 20110131        13,533,135

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

298 雇用推進 労政
企画グルー
プ

アニスト・グローバ
ルアシスト　共同企
業体　代表構成員
有限会社　アニスト

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20100906 20101130        19,077,251

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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299 バイオ振興
バイオ振

興
バイオ推進
グループ

国立大学法人　大
阪大学　学長　鷲
田　清一

平成２２年度緊急雇用創出
基金事業産学共同利用施
設運営支援業務

20100816 20110331        28,812,581

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務(大阪大学内施設の運営業務）
が特定の者でなければ実施すること
ができないものであるため

300 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社ジェイ
ティービーサポー
トプラザ・株式会社
Ｊ　ＴＢ西日本共同
企業体

緊急雇用創出・地域人材育
成事業『若年者等人気産業
活用人材育成事業Ｂ区分』

20100819 20110315      299,079,900

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

301 雇用推進 労政
企画グルー
プ

パソナグループ共
同企業体　代表構
成員　株式会社パ
ソナ　関西営業本
部

緊急雇用創出・地域人材育
成事業「重点成長分野有資
格者等復帰訓練事業Ｌフェ
ニックス事業」業務委託

20100827 20110315      324,807,042

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

302 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ピー
シーポート

【２２ＮＲ１１０８】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101001 20110331          1,866,375

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

303 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　ヒロコー
ポレーション

【２２ＮＲ１１２２】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20101001 20110331          2,646,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

304 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ロジック
ソリューションズ

【２２ＮＲ１１１４】離職者等再
就職訓練事業（三次元機械
ＣＡＤ習得科（３か月））訓練
委託料

20101001 20110331          3,087,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

305 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ１１０６】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101001 20110331          3,150,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

306 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　福岡勝
衣食住研究所　取
締役　福岡勝

【２２ＮＲ１１０４】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20101001 20110331          3,465,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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307 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル
【２２ＮＲ１１０５】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20101001 20110331          3,654,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

308 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　池田学
園

【２２ＮＲ１１０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20101001 20110331          3,747,420

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

309 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

ヒューマンアカデ
ミー　株式会社

【２２ＮＲ１１０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20101001 20110331          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

310 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　トモエ
学園北大阪福祉専
門学校

【２２ＮＲ１１０３】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20101001 20110331          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

311 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　佐藤学
園

【２２ＮＲ１１１２】離職者等再
就職訓練事業（医療・調剤
事務科（３か月））訓練委託
料

20101001 20110331          4,252,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

312 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＲ１１２０】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20101001 20110331          4,252,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

313 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

特定非営利活動法
人　アビリティ・デ
ザイン・サポート

【２２ＮＲ１１１０】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20101001 20110331          4,252,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

314 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

パナソニックラーニ
ングシステム　株
式会社

【２２ＮＲ１１０９】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101001 20110331          4,275,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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315 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　日本教
育クリエイト

【２２ＮＲ１１１１】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20101001 20110331          4,441,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

316 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ１１１６】離職者等再
就職訓練事業（Ｓｈｏｐスタッ
フ養成科（３か月））訓練委
託料

20101001 20110331          4,486,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

317 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ１１２１】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20101001 20110331          4,486,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

318 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

２２ＮＲ１１１９】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20101001 20110331          4,536,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

319 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ１１１７】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20101001 20110331          4,536,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

320 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　福田学
園

【２２ＮＲ１１２３】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（３か
月））訓練委託料

20101001 20110331          4,666,140

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

321 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ１１１３】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20101001 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

322 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限責任事業組合
大阪職業教育協

【２２ＮＲ１１１５】離職者等再
就職訓練事業（建築ＣＡＤオ
ペレーター科（３か月））訓練
委託料

20101001 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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323 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　東洋学
園ユービック情報
専門学校

【２２ＮＲ１１０７】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101001 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

324 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング
【２２ＮＲ１１１８】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20101001 20110331          6,097,140

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

325 雇用推進 労政
企画グルー
プ

社会福祉法人　大
阪キリスト教女子
青年福祉会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託契約の締結

20101001 20110215          6,405,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

326 雇用推進 労政
企画グルー
プ

エルケア　株式会
社

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（介護職
員基礎研修コース）」事業委
託

20101001 20110131          7,928,185

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

327 雇用推進 労政
労政グルー
プ

全日本港湾労働組
合関西地方　大阪
支部

緊急雇用創出基金事業　労
働条件自主改善援助業務

20101001 20110331        10,945,395

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため

328 雇用推進 労政
企画グルー
プ

エルケア　株式会
社

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」事業
委託

20101001 20110131        11,665,760

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

329 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　日本医
療事務センター

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20101001 20110131        16,044,623

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

330 企業誘致 企業誘致
誘致推進グ
ループ

株式会社　ダン計
画研究所　代表取
締役　吉野国夫

平成２２年度ふるさと雇用
再生基金事業外資系企業
二次進出促進事業委託料

20101001 20110331        26,259,975

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（外資系企業二次進出促進事
業）が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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331 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　ニチイ
学館

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」事業
委託

20101001 20110131        73,620,397

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

332 芦原技専 芦原技専 総務課
株式会社　ウィル
代表取締役　西田
道広

芦原高等職業技術専門校
委託訓練事業「ビジネス実
務科」委託単価契約

20101021 20110330          1,428,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため。

333 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ１２０４】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20101102 20110331          2,175,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

334 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

明洋ライセンスス
クール　株式会社

【２２ＮＲ１２０５】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101102 20110331          2,268,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

335 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

パナソニックラーニ
ングシステム　株
式会社

【２２ＮＲ１２０８】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー（Ｊａｖａ）養成科（３か
月））訓練委託料

20101102 20110331          2,362,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

336 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

社団法人　大阪聴
力障害者協会

障がい者の態様に応じた多
様な委託訓練（パソコン実
務科）委託契約について

20101129 20110311          2,457,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（障がい者対象の職業訓練）が
特定の者（聴覚障がい者に対して、
職業能力開発訓練のノウハウを有
し、訓練に必要な施設と設備を有し、
職業訓練に必要な指導体勢を持っ
ており、受講修了者に対する就労支
援・相談体制を有する者）でなけれ
ば実施することができないものであ
るため

337 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　プロス
パー・エキスパ
ティーズ

【２２ＮＲ１２１３】離職者等再
就職訓練事業（児童英語イ
ンストラクター養成科（３か
月））訓練委託料

20101102 20110331          2,460,300

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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338 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング

【２２ＮＲ１２０９】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20101102 20110331          2,488,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

339 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ１２０６】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101102 20110331          2,835,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

340 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ１２０３】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20101102 20110331          2,961,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

341 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ１２０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20101102 20110331          3,144,720

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

342 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ１２０７】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101102 20110331          3,150,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

343 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＲ１２１５】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20101102 20110331          3,591,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

344 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＢ０２０２】母子家庭の
母等に対する職業訓練事
業（医療・介護事務科２）の
訓練実施委託費

20101025 20110331          3,936,240

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

345 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング
【２２ＮＤ１２０９】デュアルシ
ステム訓練事業（医療・介
護保険事務科）訓練委託料

20101027 20110331          3,982,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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346 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　エース
タッフ

【２２ＮＲ１２１８】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20101102 20110331          4,205,250

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

347 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

特定非営利活動法
人　アビリティ・デ
ザイン・サポート

【２２ＮＲ１２１０】離職者等再
就職訓練事業（医療・調剤
事務科（３か月））訓練委託
料

20101102 20110331          4,252,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

348 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ１２１４】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20101102 20110331          4,536,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

349 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル

【２２ＮＲ１２１２】離職者等再
就職訓練事業（三次元機械
ＣＡＤ習得科（３か月））訓練
委託料

20101102 20110331          4,630,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

350 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ピー
シーポート

【２２ＮＲ１２１７】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20101102 20110331          4,680,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

351 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限責任事業組合
大阪職業教育協

【２２ＮＲ１２１９】離職者等再
就職訓練事業（貿易実務科
（３か月））訓練委託料

20101102 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

352 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

ヒューマンアカデ
ミー　株式会社

【２２ＮＲ１２１１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20101102 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

353 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　東洋学
園ユービック情報
専門学校

【２２ＮＲ１２２０】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（３か月）

20101102 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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354 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　エース
タッフ

【２２ＮＤ１２１０】デュアルシ
ステム訓練事業（経理事務
エキスパート養成科）訓練
委託料

20101027 20110331          4,737,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

355 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＤ１２０３】デュアルシ
ステム訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科）訓練委託料

20101027 20110331          4,789,680

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

356 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＤ１２１１】デュアルシ
ステム訓練事業（総務・経
理事務科）訓練委託料

20101027 20110331          4,841,760

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

357 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＤ１２０５】デュアルシ
ステム訓練事業（実践パソ
コン事務科）訓練委託料

20101027 20110331          4,841,760

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

358 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ワック
【２２ＮＤ１２０６】デュアルシ
ステム訓練事業（実践パソ
コン事務科）訓練委託料

20101027 20110331          4,946,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

359 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　アイ
シュ２１

【２２ＮＤ１２０２】デュアルシ
ステム訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科）訓練委託料

20101027 20110331          5,142,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

360 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２２ＮＲ１２０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20101102 20110331          5,229,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

361 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

富士通エフ・オー・
エム　株式会社
関西・中部支社

【２２ＮＤ１２０４】デュアルシ
ステム訓練事業（Ｊａｖａプロ
グラマ科）訓練委託料

20101027 20110331          5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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362 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　修成学
園

【２２ＮＤ１２０８】デュアルシ
ステム訓練事業（建築ＣＡＤ
オペレーター科）訓練委託
料

20101027 20110331          5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

363 雇用推進 労政
労政グルー
プ

社会福祉法人　由
寿会

緊急雇用創出基金事業「介
護雇用プログラム（ホーム
ヘルパー２級コース）」業務
委託

20101101 20110131          5,851,944

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため

364 雇用推進 労政
企画グルー
プ

オシテルヤ共同企
業体　特定非営利
活動法人　長居公
園元気ネット

緊急雇用創出・地域人材育
成事業『若年者等人気産業
活用人材育成事業Ｃ区分
地域福祉コース』業務委託

20101101 20110320        14,542,684

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

365 雇用推進 労政
企画グルー
プ

特定非営利活動法
人　経営パラリン
ピック委員会

緊急雇用・地域人材育成事
業『若年者等人気産業活用
人材育成事業Ｃ区分　管理
者・店長候補育成コース』業
務委託

20101020 20110320        15,713,250

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

366 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

財団法人　大阪労
働協会

ふるさと雇用再生基金事業
社会起業家活用型ニート対
策プロジェクト『大学生ひき
こもりアプローチ事業（大学
連携型ニート予防事業）』

20101101 20110331        15,749,936

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

367 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　パソナ
エンパワー

緊急雇用創出・地域人材育
成事業『若年者等人気産業
活用人材育成事業Ｃ区分
営業人材転換プログラム
コース』業務委託

20101105 20110320        15,840,853

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

368 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　スマート
バリュー　代表取
締役　渋谷　順

若年者等人気産業活用人
材育成事業（Ｃ区分）技術
者育成コースにかかる契約
締結及び経費支出につい
て

20101025 20110320        19,761,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

369 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　創機シ
ステムズ

緊急雇用・地域人材育成事
業『若年者等人材育成事業
Ｃ区分技術者育成コース』
業務委託

20101020 20110320        22,884,750

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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370 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　インテリ
ジェンス　代表取締
役　高橋　広敏

若年者等人気産業活用人
材育成事業（Ｃ区分）営業
人材転換プログラムコース
業務委託契約の締結及び
経費支出について

20101025 20110320        24,000,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

371 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　モバイ
ルスタッフ

緊急雇用創出・地域人材育
成事業（若年者等人気産業
活用人材育成事業Ｃ区分
管理者・店長候補育成コー
ス）業務委託

20101101 20110320        26,902,048

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

372 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　イング

若年者等人気産業活用人
材育成事業「Ｃ区分管理
者・店長候補育成コース」事
業委託金

20101018 20110320        27,999,983

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

373 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　パソナ
常務執行役員　パ
ソナカンパニー関
西営業本部長　野
曽原

緊急雇用創出・地域人材育
成事業『若年者等人気産業
活用人材育成事業Ｃ区分
技術系コーディネーター育
成コース』業務委託

20101025 20110320        31,328,394

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

374 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

ネクストステージ大
阪　有限責任事業
組合　組合員矢野
紙器株式会社職務
執行者矢野孝

緊急雇用創出・地域人材育
成事業　『若年者等人気産
業活用人材育成事業Ｃ区
分 発達障がい者の人材訓
練コース』

20101015 20110331        37,848,720

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

375 新エネ産業
新エネ産
業

企画グルー
プ

株式会社　パソナ
関西営業本部　野
曽原　浩治

緊急雇用創出基金事業（重
点分野雇用創出事業）事業
用小型電動車両普及モニ
ター業務

20101027 20110331        65,589,109

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

376 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

富士コンピュータ販
売　株式会社

【２２ＮＲ０１０５】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101203 20110331          1,731,240

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

377 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＤ０１０３】デュアルシ
ステム訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科）訓練委託料

20101201 20110428          4,789,680

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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378 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＤ０１０４】デュアルシ
ステム訓練事業（医療・介
護保険事務科）訓練委託料

20101201 20110428          5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

379 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ピー
シーポート

【２２ＮＲ１０７】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101203 20110331          1,866,375

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

380 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　鴻池学
院

【２２ＮＲ１０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20101203 20110331          3,150,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

381 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　トモエ
学園北大阪福祉専
門学校

【２２ＮＲ０１０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20101203 20110331          3,150,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

382 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　創造社
学園

【２２ＮＲ０１０６】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101203 20110331          3,150,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

383 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　エスワ
イシステム　大阪
事業所　一柳　泰
行

【２２ＮＲ０１０９】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー（Ｊａｖａ）養成科（３か
月））訓練委託料

20101203 20110331          2,351,970

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

384 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル
【２２ＮＲ１０３】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20101203 20110331          3,024,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

385 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　日本教
育クリエイト

【２２ＮＲ０１１３】離職者等再
就職訓練事業（医療・調剤
事務科（３か月））訓練委託
料

20101203 20110331          3,701,250

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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386 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限責任事業組合
大阪職業教育協

【２２ＮＲ０１１７】離職者等再
就職訓練事業（建築ＣＡＤオ
ペレーター科（３か月））訓練
委託料

20101203 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

387 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ０１２３】離職者等再
就職訓練事業（ＯＡスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20101203 20110331          3,734,820

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

388 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＲ０１２０】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20101203 20110331          3,780,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

389 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　アクティ
ブマドリード

【２２ＮＲ１０４】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101203 20110331          4,252,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

390 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　佐藤学
園

【２２ＮＲ０１１１】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20101203 20110331          4,252,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

391 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

パナソニックラーニ
ングシステム　株
式会社

【２２ＮＲ１０８】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20101203 20110331          4,275,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

392 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０１２１】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20101203 20110331          4,299,750

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

393 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ０１１２】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20101203 20110331          4,384,800

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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394 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ０１１５】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20101203 20110331          4,441,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

395 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ０１１８】離職者等再
就職訓練事業（ファイナン
シャルプランニング科（３か
月））訓練委託料

20101203 20110331          4,486,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

396 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ０１１９】離職者等再
就職訓練事業（営業実務科
（３か月））訓練委託料

20101203 20110331          4,486,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

397 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＲ０１２２】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20101203 20110331          4,536,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

398 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル

【２２ＮＲ１１６】離職者等再
就職訓練事業（三次元機械
ＣＡＤ習得科（３か月））訓練
委託料

20101203 20110331          4,630,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

399 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ０１１４】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20101203 20110331          4,720,770

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

400 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園　日本理工情報
専門学校

【２２ＮＲ０１２４】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（３か
月））訓練委託料

20101203 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

401 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　東洋学
園ユービック情報
専門学校

【２２ＮＲ０１２５】離職者等再
就職訓練事業（電気工事士
養成科（３か月））訓練委託
料

20101203 20110331          4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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402 雇用推進 労政　　　 管理グループ　　　　　　　　　　　　　　株式会社　貴陽
介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級、２月実施
コース）（株式会社貴陽）

20110128 20110325 1,117,827

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため

403 商工振興
商業支援
課

商業振興グ
ループ

株式会社　京阪神
エルマガジン社

大阪オンリーワン商店街創
出事業情報発信委託業務

20110119 20110331 1,155,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務内容が、価格競争や提案公募
になじまないため

404 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

富士通エフ・オー・
エム　株式会社
関西・中部支社

【２２ＮＤ０２０１】デュアルシ
ステム訓練事業（ＰＨＰプロ
グラマー養成科）訓練委託
料

20110105 20110531 3,982,860

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

405 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング

【２２ＮＤ０２０２】デュアルシ
ステム訓練事業（経理事務
エキスパート養成科）訓練
委託料

20110105 20110531 4,216,800

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

406 芦原技専 芦原技専 総務課
株式会社　ウィル
代表取締役　西田
道広

芦原高等職業技術専門校
委託訓練事業「オフィス総
務科」委託単価契約

20110111 20110310 2,217,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者
（公募により選定された業者）でなけ
れば実施することができないもので
あるため

407 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ピー
シーポート

【２２ＮＤ０３０１】デュアルシ
ステム訓練事業（建築ＣＡＤ
オペレーター科）訓練実施
委託料

20110201 20110630 3,748,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

408 産技総研 産技総研
総務グルー
プ

株式会社　神戸製
鋼所　機械事業部
門　産業機械事業
部　重機械部長
北川聡一

熱間静水圧加圧（ＨＩＰ）装
置保守点検業務委託契約
の締結並びに経費の支出
について

20110111 20110331 2,975,175

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（熱間静水圧加圧（ＨＩＰ）装置）
が特定の者
（当該設備の製造業者）でなければ
実施することができないものである
ため

409 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　Ｓｏｃｉａｌ
Ｂｒｉｄｇｅ

【２２ＮＤ０３０２】デュアルシ
ステム訓練事業（総務・経
理事務科）訓練委託料

20110201 20110630 5,310,480

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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410 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　グリー
ンスタッフ

【２２ＮＲ０２０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20110106 20110331 3,144,720

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

411 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

ヒューマンアカデ
ミー　株式会社

【２２ＮＲ０２０２】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20110106 20110331 3,150,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

412 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２２ＮＲ０２０３】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20110106 20110331 3,150,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

413 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園

【２２ＮＲ０２０４】離職者等再
就職訓練事業（介護職員基
礎研修習得科（２級ホーム
ヘルパー有資格者向け）（２
か月））訓練委託料

20110106 20110331 2,100,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

414 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ０２０５】離職者等再
就職訓練事業（Ｓｈｏｐスタッ
フ養成科（２か月））訓練委
託料

20110106 20110331 2,991,240

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

415 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ０２０７】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20110106 20110331 2,175,600

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

416 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　ウィル
【２２ＮＲ０２０８】離職者等再
就職訓練事業（パソコン事
務科（２か月））訓練委託料

20110106 20110331 3,024,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

417 新エネ産業
新エネ産
業

企画グルー
プ

株式会社　電通
関西支社　取締役
常務執行役員　関
西支社長

大阪スマートエネルギープ
ロジェクト調査業務

20101228 20110220 3,524,531

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため
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418 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　瓶井学
園　日本理工情報
専門学校

【２２ＮＲ０２０９】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（２か
月））訓練委託料

20110106 20110331 3,150,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

419 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　福田学
園

【２２ＮＲ０２１０】離職者等再
就職訓練事業（設備メンテ
ナンス技術習得科（２か
月））訓練委託料

20110106 20110331 3,110,100

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

420 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　池田学
園

【２２ＮＲ０３０１】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（２か月））訓練
委託料

20110204 20110810 4,377,420

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

421 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

パナソニックラーニ
ングシステム　株
式会社

【２２ＮＲ０３０２】離職者等再
就職訓練事業（Ｗｅｂクリ
エーター科（３か月））訓練
委託料

20110204 20110908 5,220,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

422 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング

【２２ＮＲ０３０５】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20110204 20110908 3,118,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

423 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　東京
リーガルマインド大
阪法人事

【２２ＮＲ０３０６】離職者等再
就職訓練事業（医療・介護
事務科（３か月））訓練委託
料

20110204 20110908 3,580,920

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

424 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

特定非営利活動法
人　アビリティ・デ
ザイン・サポート

【２２ＮＲ０３０７】離職者等再
就職訓練事業（医療・調剤
事務科（３か月））訓練委託
料

20110204 20110908 5,103,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

425 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　未来学
園

【２２ＮＲ０３０８】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20110204 20110908 6,473,250

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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426 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　大阪キ
リスト教青年会　大
阪ＹＭＣＡ国際専門

【２２ＮＲ０３０９】離職者等再
就職訓練事業（介護員２級
養成研修科（３か月））訓練
委託料

20110204 20110908 6,331,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

427 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　吉見学
園

【２２ＮＲ０３１０】離職者等再
就職訓練事業（経理事務科
（３か月））訓練委託料

20110204 20110908 4,536,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

428 雇用推進 労政
管理グルー
プ

社会福祉法人　邦
寿会

ホームヘルパー２級２月
コース（社会福祉法人邦寿
会）

20110201 20110630 5,477,602

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため

429 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　イング

【２２ＮＲ０３１１】離職者等再
就職訓練事業（総務・経理
事務科（３か月））訓練委託
料

20110204 20110908 4,252,500

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

430 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

学校法人　池田学
園

母子家庭の母等に対する
職業訓練事業（ヘルパー２
級養成科２）訓練委託料

20110125 20110331 2,221,800

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

431 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

パナソニックラーニ
ングシステム　株
式会社

【２２ＮＲ０３０３】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー（Java)養成科（３か
月））訓練委託料

20110204 20110908 2,835,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

432 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

有限会社　テクニ
カルルート

【２２ＮＲ０３０４】離職者等再
就職訓練事業（プログラ
マー（Java)養成科（３か
月））訓練委託料

20110204 20110908 2,823,930

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため

433 雇用推進 人材育成
委託訓練グ
ループ

株式会社　豊島コ
ンサルティング

【２２ＮＲ０３１２】離職者等再
就職訓練事業（OAスペシャ
リスト科（３か月））訓練委託
料

20110204 20110908 2,320,200

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（職業訓練）が特定の者（公募
により選定された業者）でなければ
実施することができないものである
ため
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434 雇用推進 労政
管理グルー
プ

社会福祉法人　稲
穂会

介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級２月コース）
（稲穂会）

20110201 20110531 13,718,775

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため

435 雇用推進 労政
管理グルー
プ

アニスト・グローバ
ルアシスト　共同企
業体　代表構成員
有限会社　アニスト

ホームヘルパー２級２月
コース（アニスト・グローバ
ルアシスト共同企業体）

20110202 20110428 18,430,688

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため

436 雇用推進 労政
企画グルー
プ

パソナグループ共
同企業体　代表構
成員　株式会社パ
ソナ　関西営業本
部

緊急雇用創出・重点分野雇
用創出事業『重点分野高度
人材確保＆ＢｔｏＢ事業』

20101213 20110320 52,193,135

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため

437 新エネ産業
新エネ産
業

企画グルー
プ

兼松　株式会社
下嶋　政幸

緊急雇用創出基金事業（重
点分野雇用創出事業）ＥＶタ
クシー普及啓発業務

20101210 20110331 83,571,716

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた団体）でなければ実施すること
ができないものであるため

438 金融支援 金融支援
政策融資グ
ループ

株式会社富士通
マーケティング

大阪府中小企業振興資金
債権管理システム改修業務
委託

20101208 20110331 4,725,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（システム開発業
者）でなければ実施することができな
いものであるため

439 雇用推進 労政
管理グルー
プ

社会福祉法人　享
佑会　理事長　橋
本　淳子

介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級２月実施
コース）（享佑会）

20110215 20110620          3,211,988

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

440 雇用推進 労政
企画グルー
プ

オシテルヤ共同企
業体　特定非営利
活動法人　長居公
園元気ネット

人気産業活用人材育成事
業　地域福祉コース（オシテ
ルヤ共同企業体）２２年度
分

20110322 20120330        39,661,356

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

441 雇用推進 労政
管理グルー
プ

社会福祉法人　悠
生会

介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級２月実施
コース）（社会福祉法人悠生
会）

20110221 20110630          4,783,309

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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442 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　スマート
バリュー　代表取
締役　渋谷　順

人気産業活用人材育成事
業　技術者育成コース（ス
マートバリュー）２２年度分

20110322 20120331        41,951,199

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

443 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　モバイ
ルスタッフ

人気産業活用人材育成事
業管理者・店長候補育成
コース（モバイルスタッフ）２
２年度分

20110301 20121231        35,763,840

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

444 雇用推進 労政
管理グルー
プ

社会福祉法人　リ
ベルタ　理事長　北
口　末廣

介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級　２月コー
ス）（社会福祉法人リベル
タ）

20110301 20110630          5,613,181

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

445 雇用推進 労政
管理グルー
プ

社会福祉法人　由
寿会

介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級２月実施
コース）（社会福祉法人由寿
会）

20110222 20110531          6,722,730

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

446 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

社団法人　アメリカ
村アーティスト　プ
ロジェクト

人気産業活用人材育成事
業　生産管理技術者育成
コース

20110318 20120331        42,000,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

447 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

ネクストステージ大
阪有限責任事業組
合

人気産業活用人材育成事
業　発達障がい者の人材訓
練コース

20110301 20120331        71,922,186

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

448 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

ネクストステージ大
阪有限責任事業組
合

人気産業活用人材育成事
業　複合型人材養成コース

20110301 20120331        35,950,488

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

449 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

有限責任事業組合
大阪職業教育協

緊急雇用創出基金事業（重
点分野雇用創出事業）「若
者支援人材養成事業」

20110310 20120331        65,130,534

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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450 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社ジェイ
ティービーサポー
トプラザ・株式会社
Ｊ　ＴＢ西日本共同
企業体

人気産業活用人材育成事
業　観光コミュニケーション
＆ホスピタリティ人材育成
コース（ジェイティビーサ
ポートプラザ・ＪＴＢ西日本）

20110215 20120331        89,997,900

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

451 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　創機シ
ステムズ

人気産業活用人材育成事
業　技術者育成コース（創
機システムズ）２２年度分

20110214 20120331        67,064,760

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

452 雇用推進 労政
企画グルー
プ

株式会社　パソナ
テック

人気産業活用人材育成事
業技術系コーディネーター
育成コース（パソナテック）２
２年度分

20110301 20120930        64,348,557

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

453 雇用推進 労政
管理グルー
プ

社会福祉法人　玉
美福祉会

介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級２月実施
コース）（社会福祉法人玉美
福祉会）

20110221 20110620          7,499,679

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

454 雇用推進 労政
管理グルー
プ

社会福祉法人
ヒューマンライツ福
祉協会

介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級２月実施
コース）（社会福祉法人
ヒューマンライツ福祉協会）

20110301 20110630        18,175,013

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

455 雇用推進 労政
企画グルー
プ

パソナグループ共
同企業体　代表構
成員　株式会社パ
ソナ　関西営業本
部

Ｌフェニックス事業　重点成
長分野有資格者等復帰訓
練事業（パソナグループ共
同企業体）２２年度分

20110328 20111231          4,743,376

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

456 雇用推進 労政
管理グルー
プ

株式会社　日本医
療事務センター

介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級　２月実施
コース）（株式会社日本医療
事務センター）

20110301 20110630        19,968,201

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

457 雇用推進 人材育成
人材支援グ
ループ

株式会社　イング

人気産業活用人材育成事
業　管理者・店長候補育成
コース（イング）２２年度分
（変更）

20110223 20120331          5,472,878

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため
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458 新エネ産業
新エネ産
業

企画グルー
プ

西日本高速道路
株式会社　関西支
社　芝村善治

高速自動車国道中央自動
車道西宮線（名神高速道
路）吹田サービスエリアにお
ける電気自動車用急速充
電システムの利用実証調査
の施行に関する受委託契
約書

20110203 20110331          6,846,678

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

関係法令に基づく高速道路の安全
確保、道路交通の円滑化、占用許
可、所轄警察との協議等の観点か
ら、当該エリアの設計・施工・保守・
管理・運営を行う西日本高速道路株
式会社を除きその能力を有する者
がいない。

459 新エネ産業
新エネ産
業

企画グルー
プ

ニチコン　株式会
社　荒木幸彦

緑の分権改革推進事業　Ｅ
Ｖ用蓄電池併設急速充電シ
ステム実証調査事業業務
委託

20110204 20110331        14,980,000

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

急速充電システムのデータ調査・分
析能力、管理・運営のノウハウが必
要なことから、公募型プロポーザル
方式を採用し、外部識者による選考
委員会の審査を経て事業者を決定
した。

460 雇用推進 労政
企画グルー
プ

普通科高校生就職
促進事業共同　企
業体　代表構成員
財団法人大阪労働
協会　理事長　横
山敏郎

『高卒生キャリア支援プロ
ジェクト事業』業務委託（平
成２２年度分）

20110214 20120131        15,916,614

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務（高卒生の緊急雇用と人材育
成）が特定の者（普通科高校生就職
促進事業共同企業体）でなければ実
施することができないものであるた
め。

461 雇用推進 労政
管理グルー
プ

株式会社　ニチイ
学館

介護雇用プログラム（ホー
ムヘルパー２級　２月コー
ス）（ニチイ学館）

20110214 20110531        57,400,995

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

業務が特定の者（公募により選定さ
れた業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

462 雇用推進 雇用対策
雇用就労支
援グループ

株式会社　　アソ
ウ・ヒューマニーセ
ンター

人気産業活用人材育成事
業　地域福祉コース（㈱アソ
ウ・ヒューマニーセンター）

20110301 20120331 82,656,945

地方自治法施
行令第１６７条
の２第１項第２
号

事業者が特定の者（公募により選定
された事業者）でなければ実施する
ことができないため

Ｈ２２．４～５月 １６４件 円

Ｈ２２．６～７月 ６４件 円

Ｈ２２．８～９月 ７３件 円

Ｈ２２．１０～１１月 ７４件 円

商工労働部（委託料）
3,339,160,751

1,683,721,727

1,024,159,757

691,385,491
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契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了  契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

Ｈ２２．１２月～Ｈ２３．１ ６３件 円

Ｈ２３．２月～３月 ２４件 円

合　計 ４６２件 円7,934,447,357

388,237,224

807,782,407
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